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 令和5年度高知県梼原町住民
税非課税世帯等特別交付金事
業【物価高騰臨時交付金】

R5.12.6 R6.4.30 1,170,000 1,170,000

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　676世帯×70千円
のうちR６計画分
事務費330千円
事務費の内容　　（国庫返還相当額等330千円含む）
④R５年度分の住民税非課税世帯　（676世帯）

住民税非課税世帯へ給付金を支給することで支
援を行った。70,000円/世帯

交付対象世帯数　721世帯
交付世帯数　　　676世帯

個別通知により、93.8%の世帯への支援を行
うことが出来た。

総務課
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 梼原町物価高騰臨時交付金事
業【一体支援枠】

R6.2.7 R6.11.30 32,064,000 29,411,000

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　98世帯×100千円、令
和６年度非課税化世帯　42世帯×100千円、令和６年度
均等割のみ課税化世帯　31世帯×100千円、子ども加算
58人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　926
人　(20050千円）　　のうちR６計画分、（国庫返還相
当額等　4600千円含む）
事務費　4414千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵
送料等）　業務委託料　として支出]（国庫返還相当額
等165千円含む）
④低所得世帯等の給付対象世帯数（171世帯）、定額減
税を補足する給付の対象者数（926人）

総務課
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 梼原町物価高騰臨時交付金事
業【一体支援枠】（事務費）

R6.2.7 R6.11.30 1,343,000 1,013,000

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付に係る事務費
③事務費　1,343千円
事務費の内容　［需用費（事務用品等）　役務費（郵
送料等）　業務委託料　として支出］
④低所得世帯等の給付対象世帯数（171世帯）、定額減
税を補足する給付の対象者数（926人）

総務課
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 梼原町物価高騰臨時交付金事
業【一体支援枠】

R7.2.10

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　790世帯×30千
円、子ども加算　70人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　2495千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　業務委託料
その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（790世帯）

総務課

令和5年度均等割のみ課税化世帯へ給付金を支給
することで支援を行った。100,000円／世帯
交付対象世帯数　100世帯
交付世帯数　　　98世帯

令和６年度非課税化世帯へ給付金を支給するこ
とで支援を行った。100,000円／世帯
交付対象世帯数　53世帯
交付世帯数　　　42世帯

令和６年度均等割のみ課税化世帯へ給付金を支
給することで支援を行った。100,000円／世帯
交付対象世帯数　32世帯
交付世帯数　　　31世帯

令和5年度均等割のみ課税世帯給付金、令和６年
度非課税化世帯給付金及び均等割のみ課税化世
帯給付金を受けた世帯で、18歳未満の児童がい
る世帯に対し、児童一人当たり5万円を加算して
給付することで支援を行った。

交付対象数　子ども　58人　33世帯
交付数　　　子ども　58人　33世帯

定額減税しきれないと見込まれる者に対し、減
税しきれない額を給付金として支給することで
支援を行った。

交付対象数　510人
交付数　　　477人

個別通知により、93.2％の世帯または対象
者への支援を行うことができた。

交付金充当額
①目的
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者・対象施設）
④成果目標

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施効果検証シート

Ｎｏ 交付対象事業の名称
事業
始期

事業
終期

事業の概要
事業の実施状況・成果

（実績）
効果検証 担当課

総事業費

令和7年度に繰越


